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第３章 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況 
 

地方公務員の給与は、国や他の地方公共団体の職員、民間企業の従業員の給与等を考慮

して定めることになっています。 

市には公平中立な機関である人事委員会が設置されており、人事委員会は毎年、市内民

間企業の従業員の給与を調査したり、国や他の地方公共団体の職員の給与を参考にして、

市職員の給与勧告を行っています。職員の給与は、この勧告に基づき、市会の議決を経る

などして定められています。 

 

１ 人件費等の状況 

（１）人件費の状況 

人件費は、人の雇用に伴う広い範囲の経費です。一般職職員への給料や各種手当をは

じめ、市長や議員など特別職職員への給料・報酬、共済組合や社会保険への負担金等が

含まれます。令和3年度決算見込みの人件費は次のとおりです。 

 

ア 市長事務部局及び行政委員会等の状況 

歳出額（A） 実質収支 人件費（B） 人件費率（B/A） 

千円 

2,347,293,320 

千円 

21,425,824 

千円 

277,636,344 

％ 

11.8 

 

イ 企業局の状況 

区    分 経常支出額(A) 経常収支 人件費(B) 人件費率(B/A) 

上

下 

水 

道

局 

水道事業会計 
千円 

44,853,532 

千円 

612,566 

千円 

9,295,624 

％ 

20.7 

工業用水道 

事業会計 

千円 

856,239 

千円 

68,880 

千円 

25,236 

％ 

2.9 

下水道事業会計 
千円 

70,776,895 

千円 

1,574,920 

千円 

6,281,978 

％ 

8.9 

交 

通 

局 

自動車運送 

事業会計 

千円 

24,569,871 

千円 

△882,387 

千円 

13,201,226 

％ 

53.7 

高速度鉄道 

事業会計 

千円 

75,480,565 

千円 

△3,349,447 

千円 

26,193,821 

％ 

34.7 

（注）水道事業会計及び下水道事業会計には、資本勘定支弁職員に係る人件費（それぞれ 

1,118,835千円、1,848,477千円）を含みません。 

 

（２）給与費 

給与とは給料、扶養手当等の各種手当及び民間のボーナスに相当する期末・勤勉手当

等の総額から退職手当を除いたものです。令和3年度決算見込みの給与費は次のとおり

です。 
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ア 市長事務部局及び行政委員会等の状況 

職員数 給与費 一人あたり 

給与費 

（B/A） （A） 給料 
期末・勤勉 

手当 

その他の 

手当 
計（B） 

28,923人 

（1,196） 

千円 

110,449,631 

千円 

47,676,728 

千円 

36,116,961 

千円 

194,243,320 

千円 

6,716 

（注）1．職員数は、令和3年4月1日現在の人数です。 

2.（ ）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用フルタイム勤務職員を合算した人数で

あり、内書きです。 
 
イ 企業局の状況 

区  分 

職員数 給与費 一人あたり

給与費 

（B/A） （A） 給料 
期末･奨励 

手当 

その他の 

手当 
計（B） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上 

下 

水 

道 

局 

水道事業 

会計 

損益 

勘定 

1,078人 

（25） 

千円 

3,998,905 

千円 

1,704,174 

千円 

1,426,363 

千円 

7,129,442 

千円 

6,614 

資本 

勘定 

140人 

（0） 

千円 

512,002 

千円 

227,987 

千円 

188,019 

千円 

928,008 

千円 

6,629 

工業用水道 

事業会計 

損益 

勘定 

2人 

（0） 

千円 

9,975 

千円 

5,070 

千円 

3,360 

千円 

18,405 

千円 

9,203 

下水道 

事業会計 

損益 

勘定 

707人 

（11） 

千円 

2,696,182 

千円 

1,172,992 

千円 

1,017,052 

千円 

4,886,226 

千円 

6,911 

資本 

勘定 

222人 

（1） 

千円 

831,368 

千円 

373,568 

千円 

329,008 

千円 

1,533,944 

千円 

6,910 

交 

通 

局 

自動車 

運送事 

業会計 

損益 

勘定 

1,516人 

（12） 

千円 

5,118,211 

千円 

2,249,521 

千円 

2,851,405 

千円 

10,219,137 

千円 

6,741 

高速度 

鉄道事 

業会計 

損益 

勘定 

2,914人 

（52） 

千円 

10,312,073 

千円 

4,475,335 

千円 

5,573,466 

千円 

20,360,874 

千円 

6,987 

（注）1．職員数は、令和4年3月31日現在の人数です。 

2．（ ）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用フルタイム勤務職員を合算した人数で

あり、内書きです。 

 

２ 初任給や平均給料等の状況 

（１）初任給 
市職員のうち代表的な職種である行政職の令和4年4月1日現在における初任給等は次

のとおりです。 

職   種 区  分 初任給 2年経過日の給料月額 

行政職（上下水道

局及び交通局にあ

っては企業職(1)） 

大学卒業程度 183,000円 199,100円 

高校卒業程度 148,400円 152,800円 
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（２）平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢 

   市職員のうち代表的な職種の令和4年4月1日現在における平均給料月額、平均給与月

額及び平均年齢は次のとおりです。 

 

ア 市長事務部局及び行政委員会等の状況 

区   分 行政職 技能労務職 

平均給料月額 313,252円 341,195円 

平均給与月額 379,162円 403,052円 

平 均 年 齢 40.6歳 51.2歳 

（注）平均給与月額は、給料、調整額、扶養手当、地域手当、住居手当、管理職手当及び単身赴任手 

当の合計です。 
 
イ 企業局の状況 

区  分 企業職(1) 企業職(2) 

上
下
水
道
局 

平均給料月額      313,169円      336,711円 

平均給与月額      380,099円      404,371円 

平 均 年 齢      40.5歳      48.9歳 

交
通
局 

平均給料月額      328,917円      288,549円 

平均給与月額 400,685円      348,550円 

平 均 年 齢      44.0歳      45.3歳 

（注）1．平均給与月額は、給料、扶養手当、地域手当、住居手当、管理職手当及び単身赴任手当の合

計です。 
   2．企業職(1)は行政職、企業職(2)（交通局においては企業職(3)及び企業職(4)）は技能労務職

に相当する職種です。 

    

（３）経験年数別・学歴別平均給料月額 

   市職員のうち代表的な職種の令和4年4月1日現在における経験年数別にみた平均給料

月額は次のとおりです。なお、経験年数とは卒業後ただちに採用され引き続き勤務して

いる場合は、採用後の年数です。 

区      分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年 

市長事務部局

及び 

行政委員会等 

行政職 
大学卒 259,828円 305,772円 346,259円 

高校卒 217,826円 254,700円 293,900円 

技能労務職 中学卒 211,900円 226,012円 253,888円 

上下水道局 
企業職(1) 

大学卒 260,121円 314,420円 342,548円 

高校卒 224,150円 269,550円 309,425円 

企業職(2) 中学卒 ― 246,552円 293,356円 

交通局 

企業職(1) 
大学卒 253,738円 299,071円 341,267円 

高校卒 224,650円 272,857円 280,983円 

企業職(3) 

及び企業職(4) 
― 233,126円 258,006円 281,557円 

（注）企業職(1)は行政職、企業職(2)（交通局においては企業職(3)及び企業職(4)）は技能労務職

に相当する職種です。 
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３ 給料の決定 

（１）級別職員数等 

   一般職職員の給料月額は給料表によって決められており、行政、消防、教育等の職種 

に応じてそれぞれ給料表が定められています。そのような各給料表には職務の内容と責 

任の度合いに応じたいくつかの級が設けられています。各給料表の令和4年4月1日現在

における構成は次のようになります。 

 

ア 市長事務部局及び行政委員会等における級別職員数等 

（ア）行政職 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 計 

基準となる

職務 
職員 職員 職員 主任 

係長 
副係長 

課長代理 

総括係長 
課長 部長 

局長 

区長 
― 

職員数 
人 

853 

人 

2,695 

人 

1,764 

人 

2,585 

人 

1,105 

人 

661 

人 

645 

人 

127 

人 

46 

人 

10,481 

構成比 
％ 

8.1 

％ 

25.7 

％ 

16.8 

％ 

24.7 

％ 

10.6 

％ 

6.3 

％ 

6.2 

％ 

1.2 

％ 

0.4 

％ 

100.0 

 （注）1. 他の給料表の適用を受けない職員に適用される給料表です。 

    2. 職制上の段階別の人数は、係員級7,978人、係長級1,685人、課長級645人、部長級127人、局

長級46人です。 

 

（イ）消防職 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計 

基準となる

職務 
消防吏員 消防吏員 消防吏員 主任 

係長 
副係長 

課長代理 

総括係長 
課長 消防署長 ― 

職員数 
人 

195 

人 

545 

人 

602 

人 

527 

人 

202 

人 

58 

人 

87 

人 

14 

人 

2,230 

構成比 
％ 

8.8 

％ 

24.4 

％ 

27.0 

％ 

23.6 

％ 

9.1 

％ 

2.6 

％ 

3.9 

％ 

0.6 

％ 

100.0 

（注）1. 消防吏員（消防長等を除く。）に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級1,921人、係長級208人、課長級87人、部長級14人です。 

 

（ウ）教育職(2) 

区 分 1級 2級 3級 4級 計 

基準となる

職務 
講師 教諭 教頭 校長 ― 

職員数 
人 

29 

人 

1,349 

人 

63 

人 

68 

人 

1,509 

構成比 
％ 

1.9 

％ 

89.4 

％ 

4.2 

％ 

4.5 

％ 

100.0 

（注）1. 高等学校又は特別支援学校に勤務する教諭等に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、課長級11人、その他1,498人です。 
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（エ）教育職(3) 

区 分 1級 2級 3級 計 

基準となる

職務 
講師 教諭 園長 ― 

職員数 
人 

0 

人 

107 

人 

18 

人 

125 

構成比 
％ 

0.0 

％ 

85.6 

％ 

14.4 

％ 

100.0 

（注） 幼稚園に勤務する教諭等に適用される給料表です。 

 

（オ）教育職(4) 

区 分 1級 2級 特2級 3級 4級 計 

基準となる

職務 
講師 教諭 主幹教諭 教頭 校長 ― 

職員数 
人 

0 

人 

8,217 

人 

12 

人 

374 

人 

365 

人 

8,968 

構成比 
％ 

0.0 

％ 

91.6 

％ 

0.1 

％ 

4.2 

％ 

4.1 

％ 

100.0 

（注） 小学校又は中学校に勤務する教諭等に適用される給料表です。 

 

（カ）研究職 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 計 

基準となる

職務 
研究員 研究員 研究員 主任研究員 室長 部長 所長 ― 

職員数 
人 

7 

人 

19 

人 

38 

人 

35 

人 

13 

人 

3 

人 

1 

人 

116 

構成比 
％ 

6.0 

％ 

16.4 

％ 

32.7 

％ 

30.2 

％ 

11.2 

％ 

2.6 

％ 

0.9 

％ 

100.0 

（注）1. 工業研究所等に勤務し、試験研究又は調査研究の業務に従事する技術職員（一部を除く。）

に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級99人、課長級13人、部長級3人、局長級1人です。 

 

（キ）医療職(1) 

区 分 1級 2級 3級 4級 計 

基準となる

職務 
医師 部長 副病院長 院長 ― 

職員数 
人 

5 

人 

25 

人 

18 

人 

2 

人 

50 

構成比 
％ 

10.0 

％ 

50.0 

％ 

36.0 

％ 

4.0 

％ 

100.0 

（注）1. 医師及び歯科医師に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級4人、係長級11人、課長級19人、部長級14人、局長級2人で

す。 
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（ク）医療職(2) 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 計 

基準となる

職務 
薬剤師等 薬剤師等 薬剤師等 主任 

係長 
副係長 

総括係長 課長 ― 

職員数 
人 

6 

人 

18 

人 

13 

人 

61 

人 

10 

人 

11 

人 

6 

人 

125 

構成比 
％ 

4.8 

％ 

14.4 

％ 

10.4 

％ 

48.8 

％ 

8.0 

％ 

8.8 

％ 

4.8 

％ 

100.0 

（注）1. 医療保護施設等に勤務する薬剤師、栄養士及び診療放射線技師等に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級102人、係長級17人、課長級6人です。 

 
（ケ）医療職(3) 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 計 

基準となる

職務 
保健師等 保健師等 保健師等 主任 

係長 
副係長 

総括係長 課長 ― 

職員数 
人 

41 

人 

109 

人 

91 

人 

172 

人 

37 

人 

15 

人 

14 

人 

479 

構成比 
％ 

8.6 

％ 

 22.8 

％ 

19.0 

％ 

35.9 

％ 

7.7 

％ 

3.1 

％ 

2.9 

％ 

100.0 

（注）1. 医療保護施設等に勤務する保健師及び看護師等に適用される給料表です。   

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級420人、係長級45人、課長級14人です。 

 

（コ）技能労務職 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 計 

基準となる

職務 

技能労務職員 技能労務職員 技能主任 技能長 ― 
― 

技能労務職員 技能労務職員 技能労務職員 技能主任 技能長 

職員数 

人 

152 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

― 

人 

152 

0 61 300 1,269 98 1,728 

構成比 

％ 

100.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

― 

％ 

100.0 

0.0 3.5 17.4 73.4 5.7 100.0 

（注）1．守衛士、交換士、運転士、技士及び業務士等に適用される給料表です。 

2．下段は、技能労務職員の給与見直しに係る経過措置適用者に係るものです。 

3. 職制上の段階別の人数は、係員級1,880人です。 

 

（サ）行政職等 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 計 

基準となる

職務 
職員 職員 職員 主任 係長 総括係長 課長 部長 

局長 

区長 
― 

職員数 
人 

0 

人 

0 

人 

372 

人 

1,479 

人 

31 

人 

0 

人 

9 

人 

14 

人 

1 

人 

1,906 

構成比 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

19.5 

％ 

77.6 

％ 

1.6 

％ 

0.0 

％ 

0.5 

％ 

0.7 

％ 

0.1 

％ 

100.0 

（注）1. 再任用職員に適用される給料表です。 

   2. 職制上の段階別の人数は、係員級1,633人、係長級27人、課長級8人、部長級4人、局長級1人、

その他233人です。 
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イ 企業局における級別職員数等 

（ア）上下水道局 企業職(1) 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 計 

基準となる

職務 
職員 職員 職員 主任 

係長 
副係長 

課長代理 

総括係長 
課長 部長 

次長 

本部長 
― 

職員数 
人 

63 

人 

422 

人 

320 

人 

382 

人 

118 

人 

137 

人 

92 

人 

10 

人 

2 

人 

1,546 

構成比 
％ 

4.1 

％ 

27.3 

％ 

20.7 

％ 

24.7 

％ 

7.6 

％ 

8.9 

％ 

6.0 

％ 

0.6 

％ 

0.1 

％ 

100.0 

（注）1. 上下水道局に勤務する行政職に相当する職種に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級1,195人、係長級247人、課長級92人、部長級10人、局長級

2人です。 

 

（イ）上下水道局 企業職(2) 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 計 

基準となる

職務 
技能労務職員 技能労務職員 技能労務職員 技能主任 技能長 ― 

職員数 
人 

0 

人 

76 

人 

85 

人 

225 

人 

46 

人 

432 

構成比 
％ 

0.0 

％ 

17.6 

％ 

19.7 

％ 

52.1 

％ 

10.6 

％ 

100.0 

（注）1. 上下水道局に勤務する工務長、業務技師及び業務士に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級432人です。 

 

（ウ）上下水道局 企業職(3) 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 計 

基準となる

職務 
職員 職員 職員 主任 係長 総括係長 課長 部長 

次長 

本部長 
― 

職員数 
人 

0 

人 

0 

人 

11 

人 

135 

人 

16 

人 

2 

人 

0 

人 

0 

人 

0 

人 

164 

構成比 
％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

6.7 

％ 

82.3 

％ 

9.8 

％ 

1.2 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

100.0 

（注）1. 上下水道局に勤務する再任用職員に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級146人、係長級18人です。 
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（エ）交通局 企業職(1)  

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 計 

基準となる

職務 
職員 職員 職員 主任 

係長 
副係長 

課長代理 

総括係長 
課長 部長 

次長 

本部長 
― 

職員数 
人 

41 

人 

186 

人 

88 

人 

239 

人 

91 

人 

82 

人 

60 

人 

10 

人 

2 

人 

799 

構成比 
％ 

5.1 

％ 

23.3 

％ 

11.0 

％ 

29.9 

％ 

11.4 

％ 

10.3 

％ 

7.5 

％ 

1.3 

％ 

0.2 

％ 

100.0 

 （注）1. 交通局に勤務する行政職に相当する職種に適用される給料表です。 

        2. 職制上の段階別の人数は、係員級563人、係長級164人、課長級60人、部長級10人、局長級2

人です。 

 

（オ）交通局 企業職(3) 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 計 

基準となる

職務 
技能労務職員 技能労務職員 技能労務職員 技能主任 技能長 ― 

職員数 
人 

426 

人 

954 

人 

1,019 

人 

935 

人 

69 

人 

3,403 

構成比 
％ 

12.5 

％ 

28.0 

％ 

30.0 

％ 

27.5 

％ 

2.0 

％ 

100.0 

（注）1. 交通局に勤務する電車運輸主事、自動車運輸主事及び運輸技師等に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級3,403人です。 

 

（カ）交通局 企業職(4) 

区 分 1級 計 

基準となる

職務 
技能労務職員 ― 

職員数 
人 

35 

人 

35 

構成比 
％ 

100.0 

％ 

100.0 

（注）1. 交通局に勤務する業務技師及び業務士に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級35人です。 

 

（キ）交通局 企業職(6) 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級 計 

基準となる

職務 
職員 職員 職員 主任 係長 総括係長 課長 部長 

次長 

本部長 
― 

職員数 
人 

3 

人 

0 

人 

61 

人 

98 

人 

1 

人 

0 

人 

1 

人 

0 

人 

0 

人 

164 

構成比 
％ 

1.8 

％ 

0.0 

％ 

37.2 

％ 

59.8 

％ 

0.6 

％ 

0.0 

％ 

0.6 

％ 

0.0 

％ 

0.0 

％ 

100.0 

（注）1. 交通局に勤務する再任用職員に適用される給料表です。 

      2. 職制上の段階別の人数は、係員級162人、係長級1人、課長級1人です。 
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（２）昇給への勤務成績の反映状況 
職員の昇給については、昇給日を10月1日として、昇給日の属する年度の前年度の勤

務成績に応じて昇給の号給数が決定されます。勤務成績が特に良好とされた職員の昇給

号給数は5号給（課長級以上の職員のうち上位のものにあっては6号給）、良好とされた

職員の昇給号給数は4号給、良好でないとされた職員の昇給号給数は3号給以下となりま

す。 

令和3年度における昇給への勤務成績の反映状況は次のとおりです。 

 

区  分 
市長事務部局 

及び 
行政委員会等 

上下水道局 交通局 

特に良好とされ昇給した職員数 11,203人 810人 1,695人 

良好とされ昇給した職員数 13,792人 1,122人 2,329人 

良好でないとされ昇給した職員数 308人 22人 82人 

 

（注）職員数は、令和3年1月1日現在の人数であり、育児休業職員等を除きます。 

 

 

４ 手当の状況 

  職員には、職員の給与に関する条例に基づき、各種手当を支給しています。手当の種類

及び支給要件等は次のとおりです。上下水道局及び交通局の職員についても、企業管理

規程に基づき、同様の手当を支給しています。 
 

 

（１）期末・勤勉手当 

   期末・勤勉手当とは、民間企業のボーナスにあたるものです。期末手当は6月1日及び

12月1日（これらの日を「基準日」といいます。）にそれぞれ在職する職員の在職期間

に応じて支給され、勤勉手当はそれぞれ基準日に在職する職員に対し、その者の勤務成

績に応じて支給されます。支給割合は過去1年間の民間企業のボーナス支給実績等を反

映した結果、次のとおりとなっています。 

 

ア 課長級以上 

支給月 期末手当 勤勉手当 合  計 

 6 月期 

        月分 

1.0 

(0.575) 

        月分 

0.965～1.295 

 (0.46～0.62) 

        月分 

1.965～2.295 

 (1.035～1.195) 

12月期 

        月分 

1.0 

(0.575) 

        月分 

0.965～1.295 

(0.46～0.62) 

        月分 

1.965～2.295 

 (1.035～1.195) 

合 計 

        月分 

2.0 

（1.15) 

        月分 

1.93～2.59 

(0.92～1.24) 

        月分 

3.93～4.59 

（2.07～2.39) 
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イ 係長級以下 

支給月 期末手当 勤勉手当 合  計 

 6 月期 

        月分 

1.2 

(0.675) 

        月分 

0.84～0.96 

(0.395～0.455) 

        月分 

2.04～2.16 

(1.07～1.13) 

12月期 

        月分 

1.2 

 (0.675) 

        月分 

0.84～0.96 

 (0.395～0.455) 

        月分 

2.04～2.16 

 (1.07～1.13) 

合 計 

        月分 

2.4 

(1.35) 

        月分 

1.68～1.92 

(0.79～0.91) 

        月分 

4.08～4.32 

 (2.14～2.26) 

（注）1．支給割合は、令和4年4月1日現在の制度です。 

   2. （ ）内は、再任用職員の支給割合です。 

3. 勤勉手当の支給割合は勤務成績に応じて決定されます。 

       4．役職上の段階、職務の級、勤務成績等による加算措置があります。  

     5．上下水道局及び交通局においては、勤勉手当を奨励手当として支給しますが、支給月数は

表のとおりです。 

     6. 会計年度任用職員に係る期末手当の支給割合は、令和4年度まで経過措置を実施していま

す。 

     7．支給職員一人あたりの平均支給年額は、令和3年度決算見込みで市長事務部局及び行政委

員会等（以下「市長事務部局等」という。）については1,663,703円、上下水道局につい

ては1,603,955円、交通局については1,531,509円です。 

 

（２）地域手当 

   名古屋市は民間における賃金が特に高い都市部の地方公共団体であるため、この地域

における民間賃金をより的確に反映するために支給されているのが地域手当であり、市

職員全員が支給を受けています。支給率は、給料＋管理職手当＋扶養手当の月額の合計

の15％（東京都特別区在勤者は20％）であり、職員一人あたりの平均支給月額は、令和

3年度決算見込みで市長事務部局等については50,865円、上下水道局については48,834

円、交通局については46,050円になります。 

    

（３）扶養手当 

   扶養親族のある職員に支給しています。支給要件及び支給月額は次のとおりです。 

支  給  要  件 支  給  月  額 

配偶者及び父母等 

        局長級 ：    0円 

        部長級 ：3,500円 

        それ以外：6,500円 

子 

 10,000円 

16歳～22歳の子がいる場合 上記の額に、被扶養者1人につき5,000円加算 

（注）1．支給要件及び支給月額は、令和4年4月1日現在の制度です。    

     2．支給職員一人あたりの平均支給月額は、令和3年度決算見込みで市長事務部局等について

は20,086円、上下水道局については20,288円、交通局については20,945円です。 
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（４）住居手当 

自らが居住する住居に係る費用を負担している職員に支給しています。 

支 給 要 件 支 給 月 額 

自ら居住するため住宅を借り受け、月額16,000円を超え 

27,000円以下の家賃を支払っている職員 

家賃の月額から16,000円を控

除した額 

自ら居住するため住宅を借り受け、月額27,000円を超え 

28,000円未満の家賃を支払っている職員 

家賃の月額から27,000円を控

除した額の2分の1を11,000円

に加算した額 

自ら居住するため住宅を借り受け、月額28,000円以上の家賃

を支払っている職員 
11,500円 

単身赴任手当を支給される職員で、配偶者等が住居されるた

めの住宅を借り受け、家賃を支払っている職員 

上記の額の2分の1に相当する

額 

（注）1．支給要件及び支給月額は、令和4年4月1日現在の制度です。 

     2．支給職員一人あたりの平均支給月額は、令和3年度決算見込みで市長事務部局等について

  は11,451円、上下水道局については11,334円、交通局については11,493円です。 

     

（５）通勤手当 

   通勤費用を負担している職員に支給しています。 

（注）1．支給要件及び支給月額は、令和4年4月1日現在の制度です。 

      2．支給職員一人あたりの平均支給月額は、令和3年度決算見込みで市長事務部局等について

は9,791円、上下水道局については12,608円、交通局については10,364円です。 

 

（６）特殊勤務手当 

   危険・不快・不健康等の特殊な勤務条件下にある職員に支給され、支給職員の割合等

は次のとおりです。 

ア 市長事務部局等の状況 

職員全体に占める手当支給職員の割合 34.6％ 

支給職員一人あたりの平均支給月額 11,844円 

手当の種類（手当数） 26種類 

代表的な手当の 

名称 

支給額の高い手当 

（支給額が定額で定め

られているもの） 

福祉業務手当、ごみ及びし尿収集処理手当、

航空業務手当、教員特殊業務手当、夜間業務

手当 

多くの職員に支給され

ている手当 

教員特殊業務手当、福祉業務手当、夜間業務

手当、救急出動手当、火災出動手当 

（注）1．職員全体に占める手当支給職員の割合、手当の種類及び代表的な手当の名称は、令和4年4

月1日現在の制度によるものです。 

2．支給職員一人あたりの平均支給月額は、令和3年度決算見込みの額です。 

 

 

 

支 給 要 件 支 給 月 額 

交通機関利用者 
運賃相当額(月 55,000 円を限度) 

（6ヶ月定期券等の価格を一括支給） 

交通用具利用者 交通用具の種類や使用距離により 2,000 円～24,400 円 
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イ 企業局の状況 

上

下 

水 

道 

局 

職員全体に占める手当支給職員の割合 28.4％ 

支給職員一人あたりの平均支給月額 2,931円 

手当の種類（手当数） 3種類 

代表的な手当 

の名称 

支給額の高い手当 

（支給額が定額で定め

られているもの） 

非常災害等業務手当、夜間勤務手当、特別作

業手当 

多くの職員に支給され

ている手当 

特別作業手当、夜間勤務手当、非常災害等業

務手当 

 

 

 

 

  

交

通

局 

 

 

 

 

職員全体に占める手当支給職員の割合 76.4％ 

支給職員一人あたりの平均支給月額 8,295円 

手当の種類（手当数） 3種類 

代表的な手当 

の名称 

支給額の高い手当 

（支給額が定額で定め

られているもの） 

隔日勤務手当、中休手当、業務手当 

多くの職員に支給され

ている手当 
隔日勤務手当、中休手当、業務手当 

（注）1．職員全体に占める手当支給職員の割合、手当の種類及び代表的な手当の名称は、令和4年4

月1日現在の制度によるものです。 

         2．支給職員一人あたりの平均支給月額は、令和3年度決算見込みの額です。 

 

（７）超過勤務手当 

   正規の勤務時間外に勤務した職員に支給しており、支給総額等は次のとおりです。現

在、効率的な行政運営を行うことによる超過勤務時間の縮減に取り組んでいます。 
 
ア 市長事務部局等の状況 

支給総額 支給職員一人あたりの平均支給月額 

8,297,768千円              42,843円 

（注）1. 令和3年度決算見込みの額です。 

2. 休日給及び夜勤手当を含みます。 

 

イ 企業局の状況 

区  分 支給総額 支給職員一人あたりの平均支給月額 

上下水道局 871,380千円 34,978円 

交通局 4,330,856千円         83,215円 

（注）1. 令和3年度決算見込みの額です。 

2. 休日給及び夜勤手当を含みます。 
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（８）退職手当 

   退職時に支給される一時金であり、退職時の給料月額に勤続年数や退職理由に応じ

た支給率を乗じて得た基本額に、在職中の貢献度を勘案した調整額を加えて算出して

います。 

区  分 自己都合 定年・勧奨 

支給率 

勤続20年 

勤続25年 

勤続35年 

最高限度 

19.68624月分 

28.05624月分 

39.77424月分 

47.709  月分 

24.6078 月分 

33.27912月分 

47.709  月分 

47.709  月分 

調整額 
在職期間における任用段階等に応じた調整月額（0円～65,000円）のう

ち、その額が最も多いものから60月分の合計額です。 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置として、年齢55歳以上かつ勤続25年以上で退

職する者には退職手当の算定基礎となる給料月額に退職の時の年齢に

応じて4～20％加算しています。 

（注）1. 支給率は、令和4年4月1日現在の制度です。 

2. 支給職員一人あたりの平均支給額は、令和3年度決算見込みで、自己都合の場合3,300千円、

定年・勧奨の場合16,121千円です。 

 

（９）その他の手当 

   (1)～(8)以外に、次の手当などがあります。 

手 当 名 支給要件及び支給額 

支給職員一人あたり 

の平均支給月額 

（令和3年度決算見込み） 

管理職手当 
課長級以上の職員に対して、月額 

31,000円～158,000円の範囲で支給 

市長事務部局等   78,817円 

上下水道局      81,385円 

交通局           90,414円 

初任給調整手当 

医師及び歯科医師等で要件に該 

当する者に対して、月額1,500円～ 

250,900円の範囲で支給 

市長事務部局等   110,646円 

単身赴任手当 

異動等で配偶者と別居し単身で生活

する職員に対して、交通距離に応じ

て月額30,000円～100,000円の範囲

で支給 

市長事務部局等   35,490円 

上下水道局    34,500円 

宿日直手当 

日直勤務または宿直勤務を命ぜられ

た職員に対して、勤務1回につき 

6,200円～26,500円の範囲で支給 

市長事務部局等   31,179円 

管理職員特別勤務手当 

臨時または緊急の必要等により週休

日（勤務時間が割り振られていない

日をいいます。）または休日に勤務

し又は災害への対処等のために週休

日または休日以外の日の午前0時か

ら午前5時までの間であって正規の

勤務時間外に勤務した課長級以上の

職員に対して、勤務1回につき3,000

円～18,000円の範囲で支給 

市長事務部局等   17,045円 

上下水道局      10,468円 

交通局           12,460円 

（注）支給要件及び支給額は、令和4年4月1日現在の制度です。 
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５ 特別職の報酬等 

市長や議員等特別職職員の報酬等は、市内の公共的団体等の代表者等による特別職報

酬等審議会の答申を踏まえ、市会の議決を経て定められています。 
市長及び副市長には、給料、地域手当、期末手当及び退職手当が、議長、副議長及び

議員には、議員報酬及び期末手当が支給されます。なお、市長については、令和3年6月1

日以降、給料月額を50万円、期末手当を6月期、12月期ともに100万円とし、地域手当及

び退職手当を不支給としています。副市長についても引き続き給料及び期末手当につい

ては10％をそれぞれ減額しています。議長、副議長及び議員については、平成28年4月1

日以降、議員報酬を15％減額しています。  
 
 

（１） 特別職の報酬等 

 給料月額/報酬月額 期 末 手 当 

市長 

          円 

     500,000 

     （1,467,000）    

6月期  1,000,000円（1.625月分） 

12月期  1,000,000円（1.625月分） 

副市長 

          円 

   946,800 

   （1,100,000）   

6月期  2,507,837円（1.625月分） 

12月期  2,507,837円（1.625月分） 

議長 

          円 

  1,041,250 

     （1,225,000）    

6月期 2,575,562円（1.45月分） 

12月期 2,930,812円（1.65月分） 

副議長 

          円 

   916,300 

     （1,078,000）    

6月期 2,266,495円（1.45月分） 

12月期 2,579,115円（1.65月分） 

議員 

          円 

    841,500 

       （990,000）    

6月期 2,081,475円（1.45月分） 

12月期 2,368,575円（1.65月分） 

（注）1．給料月額及び報酬月額は令和4年4月1日現在の額です。 

2. 期末手当は令和4年4月1日現在の制度による額です。 

3．（ ）内は、「市長等の給与の特例に関する条例（令和3年条例第38号）」及び「名古屋

市議会の議員の議員報酬の特例に関する条例（平成28年条例第47号）」による減額措置が

ないものとした場合の額及び支給月数です。 

 

（２） 市長及び副市長の退職手当の支給水準 

（注）令和4年4月1日現在の制度です。なお、現任期における市長の退職手当については、不支給 

としています。 

 

区 分 退職手当の支給水準 

市 長 給料月額×在職月数×100分の60 

副市長 給料月額×在職月数×100分の45 
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６ 勤務時間の状況 

職員の勤務時間については、職員の勤務時間及び休暇に関する条例（以下「勤務時間

条例」という。）等により定められています。 

職員の勤務時間は、原則として、1週間につき38時間45分とし、勤務の割振りは月曜日

から金曜日までとしています。また、 1 日の勤務時間の割振りは午前8時45分から午後5

時30分までとし、その途中に60分の休憩時間を設け、7時間45分としています。 

なお、業務の性質上、上記の原則によることが適当でない福祉施設や市民施設等の職

員等については、特別の定めをしています。 

 

７ 休暇制度 

   休暇制度についても勤務時間と同様、勤務時間条例により定められています。休暇に

は、年次休暇、特別休暇、臨時休暇、介護休暇及び代日休暇があります。上下水道局、

交通局においても、企業管理規程に基づき、同様の休暇制度が定められています。 

 

（１）年次休暇の状況 

   年次休暇は、年に20日与えられ、その年次は4月1日に始まり翌年の3月31日に終わり

ます。年次の途中で採用された職員には、採用された月に応じて2日から18日までの範

囲内で定められた日数の年次休暇が与えられます。また、その年次に使用しなかった年

次休暇の日数は、翌年次に限り繰り越して使用することができます。令和3年度におけ

る平均使用日数は、15.9日です。 

 

（２）特別休暇等の状況 

 ア 特別休暇 

   特別休暇の内容及び令和3年度における取得者数は、次のとおりです。 
（単位：人） 

種  類 付 与 日 数 取得者数 

妊娠障害 妊娠の期間を通じて2週間以内 107 

産前産後 
出産予定日8週間（多胎妊娠の場合は14 
週間）前から出産後8週間まで 

756 

生  理 1回につき2日以内 743 

結  婚 5日以内 558 

忌  引 親族の親等に応じ7日以内で定める日数 3,264 

ボランティア活動 1年度につき5日以内             0 

  （注）令和4年4月1日現在の制度です。 
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イ 臨時休暇 

臨時休暇は、厚生に関する計画の実施又はその他の事由により必要があると認めた場

合に、任命権者が人事委員会の承認を得て与えるものです。令和3年度に職員に与えら

れた臨時休暇の内容等は、次のとおりです。 
（単位：日） 

付 与 日 数 平均使用日数 

5 4.8 

 

ウ 介護休暇 

  介護休暇は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷又は疾病等により日常

生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当と認められる

場合に、6月以内で認められます。令和3年度における取得者数は、次のとおりです。 
（単位：人） 

区  分 取得者数 

男性職員 19 

女性職員 24 

合  計 43 

 

エ 代日休暇 

   代日休暇は、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始に一定時間以上勤

務した職員に対して与えられます。令和3年度における取得者数は、1,431人です。 

 

 


